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提案理由 

国に対し、核兵器禁止条約の交渉を促進し、同条約締結を早期に実現するた

めに、核保有国を初め国際社会への積極的な働きかけを強めるよう強く求める。 

これが、本案を提出する理由である。 



核兵器廃絶禁止条約の交渉促進と早期締結を求める意見書 

 

国連総会は昨年末、１１３カ国の圧倒的多数の賛成で、核兵器を禁止し、廃

絶する条約の交渉を今年の３月と６から７月に行うことを決議した。 

核兵器禁止条約の具体的な内容は、今後の議論にかかっているが、しかし、

国際社会が核兵器を禁止、すなわち「違法化」することは、「核兵器のない世

界」の実現への重要な一歩となるものである。 

大量破壊兵器である生物・化学兵器については、国連でその使用を「非難」

する決議が１９６６年に採択され、それに基づく条約がつくられ、廃絶されて

きた。細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁止並びに

廃棄に関する条約（生物兵器禁止条約）は１９７５年に、化学兵器の開発、生

産、貯蔵及び使用の禁止並びに廃棄に関する条約（化学兵器禁止条約）は 

１９９７年にそれぞれ発効した。 

今回、国際社会が最も残虐な大量破壊兵器である核兵器を禁止し、廃絶する

条約づくりに踏み出そうとしていることは画期的なことである。 

この状況を切り開いてきたのは、核兵器禁止条約を求め、核兵器の非人道性

を追及してきた非同盟諸国を中心とする非核保有国政府の努力と、国際的な世

論、とりわけ広島、長崎の実相を訴え、核兵器の非人道性、残虐性を告発して

きた被爆者を先頭とする日本国民のねばり強い取り組みであることは言うまで

もない。 

ところが、核保有国はこうした動きに対して、これまで以上に反発を強めて

いる。米英ロ仏中の核保有５大国は昨年９月、共同声明を発表し、段階的（ス

テップ・バイ・ステップ）アプローチが「核兵器のない世界を達成する唯一の

現実的なやり方」などと主張して、核兵器禁止条約の動きに反対した。さきの

国連決議にも米英ロ仏は反対し、中国は棄権した。核保有国と「核の傘」に頼

る同盟国は、３月からの交渉をボイコットするとも言われており、厳しい批判

を受けることは免れない。 

しかし、核兵器固執勢力が交渉を拒否しても、条約で禁止されれば、核兵器

を使うことを前提にした政策には、大きな制約が課されることは疑いない。 

重大なのは、安倍政権が「核兵器のない世界」へ、世界が前進しようとして



いるとき、今回の国連決議に反対するなど逆行する態度をとっていることであ

る。この姿勢を即刻改め、被爆国の政府としての国際的責務を果たすことが強

く求められている。 

よって、政府に対して、核兵器禁止条約の交渉を促進し、同条約締結を早期

に実現するために、核保有国を初め国際社会への積極的な働きかけを強めるよ

う求めるものである。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。 
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